
平成２５年度独立行政法人 労働政策研究・研修機構に関する

評価アンケート調査実施概要

１．調査目的

本調査は、労働政策研究・研修機構の第３期中期目標、中期計画において、「有識者

等を対象としたアンケート等を通じて、業務運営及び成果に対する意見及び評価を広く

求めるとともに、これを各事業部門へフィードバックし、業務運営の改善に資する」、

「労働政策研究の成果や機構の事業活動全般についての有識者を対象としたアンケート

調査を実施し、３分の２以上の者から研究成果が有益であるとの評価を得る」との目標

に基づき、労働分野の有識者等を対象に機構に対する意見及び評価を広く把握し、その

結果を業務改善等に反映することで、適正で質の高い業務運営の確保に資するとともに、

厚生労働省独立行政法人評価委員会のための基礎資料とすることを目的として実施した

ものである。

２．調査実施項目

・調査票発送：平成２６年２月２１日（金）

・調査票締切：平成２６年３月１７日（月）

３．調査対象（ ）内は昨年度

・学識経験者 ： １，１９８名 （１，１８０名）

・地方行政官 ： ２８２名 （ ２８２名）

・労組関係者 ： ２３９名 （ ２３０名）

・使用者 ： ２４１名 （ ２４１名）

合 計 ： １，９６０名 （１，９３３名）

４．回収率

６６２件（回収率：３３．８％） *昨年度６９５件（回収率：３５.１％）

５．委託先

株式会社サーベイリサーチセンター
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６．結果

◆当機構の事業活動全般について

問１ 労働政策研究・研修機構（以下「機構」といいます。）をご存知ですか。

1. よく知っている

2. 知っている

3. 多少知っている（名前を見たり聞いたりしたことがある程度）

4. 全く知らない

（認知率）６６２件中 認知率 ７６．８％ 昨年度 ７７．８％

（％）

よく知っている

44.0

知っている

32.8

多少知っている

13.6

全く知らない

7.6

無回答

2.1

調
査
数

よ
く
知
っ

て
い
る

知
っ

て
い
る

多
少
知
っ

て
い
る

全
く
知
ら
な
い

無
回
答

662(件) 291 217 90 50 14

100(％) 44.0 32.8 13.6 7.6 2.1
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問２ 機構のどのような活動をご存知ですか。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。

1. 労働政策に関する総合的な調査研究（『労働政策研究報告書』、『ディスカッション・

ペーパー』、『厚生労働省編職業分類』等）

2. 研究員の諸活動（委員会等への参画、新聞・雑誌等への寄稿・執筆、講演など）

3. 国内労働情報の収集・整理（『ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾚｰﾊﾞｰ･ﾄﾚﾝﾄﾞ』、『調査シリーズ』等）

4. 海外労働情報の収集・整理（『国別労働トピック』等）

5. 各種労働統計の収集・整理（『ﾕｰｽﾌﾙ労働統計』、『ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ国際労働比較』等）

6. 調査研究成果等の普及（『日本労働研究雑誌』、ホームページ 等）

7. 政策論議の場の提供（「労働政策フォーラム」等の開催）

8. 労働行政職員研修の実施（「労働行政職員一般研修」、「労働行政職員専門研修」等）

9. その他（ ）

（％）

82.0

55.9

64.9

43.3

53.4

68.0

43.6

27.8

1.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働政策に関する総合的な調査研究

研究員の諸活動

国内労働情報の収集・整理

海外労働情報の収集・整理

各種労働統計の収集・整理

調査研究成果等の普及

政策論議の場の提供

労働行政職員研修の実施

その他

無回答

調
査
数

労
働
政
策
に
関
す
る

総
合
的
な
調
査
研
究

研
究
員
の
諸
活
動

国
内
労
働
情
報
の
収

集
・
整
理

海
外
労
働
情
報
の
収

集
・
整
理

各
種
労
働
統
計
の
収

集
・
整
理

調
査
研
究
成
果
等
の

普
及

政
策
論
議
の
場
の
提

供 労
働
行
政
職
員
研
修

の
実
施

そ
の
他

無
回
答

612(件) 502 342 397 265 327 416 267 170 10 8

100(％) 82.0 55.9 64.9 43.3 53.4 68.0 43.6 27.8 1.6 1.3
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◆機構活動の総合的評価

問３ 機構の活動を総合的に判断した場合、どのように評価しますか。あてはまる番号に一つだ

け○を付けて下さい。

1. 大変有益である

2. 有益である

3. 有益でない

4. 全く有益でない

（有益率）６１２件中 有益率 ９５．９％ 昨年度 ９５．１％

（％）

大変有益である

45.6

有益である

50.3

有益でない

1.6

全く有益でない

0.3 無回答

2.1

調
査
数

大
変
有
益
で
あ
る

有
益
で
あ
る

有
益
で
な
い

全
く
有
益
で
な
い

無
回
答

612(件) 279 308 10 2 13

100(％) 45.6 50.3 1.6 0.3 2.1
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◆機構活動を有益と判断した理由

問４ 問３で「大変有益」「有益」と回答された方に伺います。そのように判断した理由は何で

すか。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。

1. 時宜を得た調査研究テーマ・内容・成果である

2. 調査結果の分析方法がすぐれている

3. 政策論議・政策立案の基礎となる重要な知見を提供している

4. 時宜に則した労働関係情報が得られる

5. 諸外国の制度等の情報（比較情報）が得られる

6. 他で得られない情報・知見が得られる

7. 研究成果の学術的水準が高い

8. 企業・労使団体・行政の実務に役立つ

9. その他（ ）

（％）

66.8

34.8

46.0

62.7

41.6

31.7

23.2

28.3

1.7

0.2

0% 20% 40% 60% 80%

時宜を得た調査研究テーマ・内容・成果である

調査結果の分析方法がすぐれている

政策論議・政策立案の基礎となる

重要な知見を提供している

時宜に則した労働関係情報が得られる

諸外国の制度等の情報（比較情報）が得られる

他で得られない情報・知見が得られる

研究成果の学術的水準が高い

企業・労使団体・行政の実務に役立つ

その他

無回答

調
査
数

時
宜
を
得
た
調
査
研
究

テ
ー

マ
・
内
容
・
成
果

で
あ
る

調
査
結
果
の
分
析
方
法

が
す
ぐ
れ
て
い
る

政
策
論
議
・
政
策
立
案

の
基
礎
と
な
る
重
要
な

知
見
を
提
供
し
て
い
る

時
宜
に
則
し
た
労
働
関

係
情
報
が
得
ら
れ
る

諸
外
国
の
制
度
等
の
情

報
（

比
較
情
報
）

が
得

ら
れ
る

他
で
得
ら
れ
な
い
情

報
・
知
見
が
得
ら
れ
る

研
究
成
果
の
学
術
的
水

準
が
高
い

企
業
・
労
使
団
体
・
行

政
の
実
務
に
役
立
つ

そ
の
他

無
回
答

587(件) 392 204 270 368 244 186 136 166 10 1

100(％) 66.8 34.8 46.0 62.7 41.6 31.7 23.2 28.3 1.7 0.2
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◆機構活動を有益でないと判断した理由

問５ 問３で「有益でない」「全く有益でない」と回答された方に伺います。そのように判断し

た理由は何ですか。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。

1. 時宜を逸した調査研究内容である

2. 調査結果の理論的・分析的な視点が足りない

3. 研究成果の学術的水準が低い

4. 新たな情報・知見が得られなかった

5. 政策論議・政策立案に役立たない

6. 議論のテーマが自分の関心と乖離している

7. 特に現時点で必要な情報がない

8. その他（ ）

調
査
数

時
宜
を
逸
し
た
調
査

研
究
内
容
で
あ
る

調
査
結
果
の
理
論

的
・
分
析
的
な
視
点

が
足
り
な
い

研
究
成
果
の
学
術
的

水
準
が
低
い

新
た
な
情
報
・
知
見

が
得
ら
れ
な
か
っ

た

政
策
論
議
・
政
策
立

案
に
役
立
た
な
い

議
論
の
テ
ー

マ
が
自

分
の
関
心
と
乖
離
し

て
い
る

特
に
現
時
点
で
必
要

な
情
報
が
な
い

そ
の
他

無
回
答

12(件) 1 1 - 1 2 2 4 4 1

100(％) 8.3 8.3 - 8.3 16.7 16.7 33.3 33.3 8.3


